
「自己申告書（外部資金用）」について
　
【自己申告書の記入要領】
厚生労働科学研究費補助金及び国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）が所管する研究費により行われる研究開発を実施する研究代表者及び研究分担者は，下記申告期間内に「自己申告書（外部資金用）」を社会連携課へ提出願います。

※平成20年3月31日に厚生労働省より「厚生労働科学研究における利益相反の管理に関する指針」（以下、指針という）が発出されました。指針では、厚生労働科学研究費を受領する機関は利益相反委員会を設置して、利益相反管理を行う義務があり、組織体制や内規の整備等に努めるよう通知され、利益相反マネジメントを実施していない機関においては、厚生労働科学研究費補助金の交付を受けることができないこととされています。 

また、平成27年度からは国立研究開発法人日本医療研究開発機構（以下、AMED）が所管する研究費により行われる研究開発についても、利益相反マネジメントの実施が必要となっております。
申告期間 

研究課題の応募時から交付申請書の提出時まで、又は委託契約を締結するまでの期間

■共通事項

研究課題名の研究と関連があると想定できる、若しくは、外部からその関連が指摘される可能性のある法人（企業・団体など）について、その有無を申告して下さい。

※研究題目に関連する企業・団体との株式保有、技術移転、受託研究・共同研究、寄附金の受入れ、物品購入等、兼業[ただし、兼業先が国、地方公共団体、独立行政法人、学校及び病院等（予防診断を含む医療行為を行う場合）である場合を除く]、その他利益相反に関係すると思われる事項について申告下さい。
自己申告の対象は，研究課題を実施する年度の前年度及び当該年度に予定しているものを対象とします。
※本自己申告書の提出後において，職員等が活動する中で利益相反に該当すると思われる事案が生じた場合は随時，自己申告書を再提出するものとします。
1 兼業

· 愛媛大学兼業規程第12条に基づき短期間の兼業をしている場合は、兼業の件数を記入して下さい。

· そのうち相手方が営利企業に該当する場合は、件数、報酬金額及び企業名を記入して下さい。

2 株式保有

· 未公開株式を保有している場合は、株数、持株比率及び企業名を記入して下さい。

· 発行済株式数の5％以上の公開株式を保有している場合は、件数、時価金額及び企業名を記入して下さい。

3 個人帰属発明等の技術移転

· 個人帰属発明等の技術移転がある場合は、件数、金額及び企業名を記入して下さい。

4 受託研究・共同研究

· 愛媛大学受託研究取扱規則又は愛媛大学共同研究取扱規則に基づき実施している場合は、該当箇所にチェックをして下さい。（複数年度契約で継続中の案件も含みます。）
5 寄附金

· 愛媛大学寄附金取扱規則に基づき寄附金を受領している場合は、該当箇所にチェックをして下さい。

6 設備・物品の供与

· 設備・物品（50万円以上）の供与を受けた場合（共同研究等の契約に基づき供与を受けた場合は除く）は、企業等名を記入して下さい。

7 利害関係にある者からの報酬

· 上記①～⑥に該当し、その相手方から総額で100万円以上の報酬がある場合は、件数、金額及び企業等名を記入して下さい。複数の企業からの報酬がある場合は、そのすべてを合計して100万円以上かどうかを判断して下さい。総額で100万円を超えない場合は詳細を記入する必要はありません。
⑧ 利害関係にある者に対する施設及び設備の利用の提供

· 上記①～⑥に該当し、その相手方へ大学の施設及び設備（50万円以上）の利用を提供した場合は、企業等名を記入して下さい。
9 利害関係にある者からの物品の購入及び役務の提供
· 上記①～⑥に該当し、その相手方から単品で50万円以上の物品購入又は年間40時間以上もしくは１契約10万円以上の役務提供を受けている場合は、企業等名を記入して下さい。

· また、上記①～⑥に該当し、その相手方に対して本学で認められている50万円未満の物品等の教員発注を行っている場合は、該当箇所にチェックをして下さい。

⑩ その他利益相反に関して検討・助言を希望する事項

· 社会貢献等に関して日頃気にかかっていることや、大学の判断を求めたいことなど、自由に記入して下さい。

　
自　己　申　告　書（外部資金用）
令和　　年　　月　　日
	研究課題名
	

	□厚生労働科学研究費

□ＡＭＥＤ受託研究

□その他（　　　　　　　　　　　）


　利益相反管理委員会委員長　殿

	所　属
	

	職　名
	

	氏　名
	
	印


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以下どちらかに☑をいれてください。（上記研究課題に係る利益相反の有無について）
私は，以下申告事項Ａ（①～⑩）　及び　申告事項Ｂ（①～③裏面）に関して，
□該当しません【利益相反はない→終了です。社会連携課へ提出】
□該当します【利益相反がある又は可能性がある→下記を記入の上，社会連携課へ提出】
Ａ．申告者本人の申告事項
① 兼業（該当箇所にチェックをして下さい）
□愛媛大学兼業規程に基づく兼業を行っていない。
□愛媛大学兼業規程に基づく許可申請を行い許可されて兼業を行っている。
□愛媛大学兼業規程第１２条に基づく短期間の兼業を行っている場合は、総件数を記入し、相手方が営利企業の場合は、件数、金額及び企業名を記入して下さい。
	 総件数　　　　　　　件

	 うち企業　　　　件
	報酬金額　　　　　　円
	企業名：

	
	
	


② 株式保有（該当箇所にチェックをして下さい）
□公開株式又は未公開株式のいずれも保有していない。

□発行済株式数の５％未満の公開株式を保有している。
□発行済株式数の５％以上の公開株式を保有している場合は、件数、時価金額及び企業名を記入して下さい。
	 企業　          件
	時価金額　　　　　　円
	企業名：

	
	
	


□未公開株式を保有している場合は、株数、持株比率及び企業名を記入して下さい。

	株数　　　　　 株
	持株比率　　　　　　％
	企業名：

	
	
	


③ 個人帰属発明等の技術移転（いずれかにチェックをしてください）
□個人帰属発明等の技術移転はない。
□個人帰属発明等の技術移転がある場合は、件数、金額及び企業等名を記入して下さい。
	 企業等　　　　　件
	金額　　　　　　　　円
	企業等名：

	
	
	

	
	
	


④ 受託研究・共同研究（いずれかにチェックをして下さい）
□受託研究及び共同研究の双方を実施していない。
□受託研究を実施している。
□共同研究を実施している。
□受託研究及び共同研究の双方を実施している。
⑤ 寄附金（いずれかにチェックをして下さい）
□寄附金を受入れていない。
□寄附金を受入れている。
⑥ 設備や物品の供与（いずれかにチェックをして下さい）
□設備や物品の供与を受けていない。
□設備や物品（単品で５０万円未満）の供与（共同研究等の契約に基づき供与を受けた場合は除く）を受けている。
□設備や物品（単品で５０万円以上）の供与（共同研究等の契約に基づき供与を受けた場合は除く）を受けた場合は、企業等名を記入して下さい。
	 企業等名：


⑦ ①～⑥の相手方からの報酬（いずれかにチェックをしてください）

□①～⑥の相手方からの報酬はない。

□①～⑥の相手方から総額１００万円未満の報酬がある。
□①～⑥の相手方から総額１００万円以上の報酬がある場合は、件数、金額及び企業等名を記入して下さい。
	 企業等          件
	金額　　　　　　　　円
	企業等名：

	
	
	


⑧ ①～⑥の相手方への大学の施設及び設備の利用提供（いずれかにチェックをして下さい）
□①～⑥の相手方に大学の施設及び設備の利用を提供していない。
□①～⑥の相手方に大学の施設及び設備（５０万円相当未満）の利用を提供している。
□①～⑥の相手方に大学の施設及び設備（５０万円相当以上）の利用を提供した場合は、企業等名を記入して下さい。
	 企業等名：


⑨ ①～⑥の相手方からの物品の購入又は役務の提供（該当箇所にチェックをして下さい）
□①～⑥の相手方から物品の購入又は役務の提供を受けていない。
□①～⑥の相手方から物品（単品で５０万円未満）の購入又は役務（年間４０時間未満又は１契約１０万円未満）の提供を受けている。

□①～⑥の相手方から物品（単品で５０万円以上）の購入又は役務（年間４０時間以上又は１契約１０万円以上）の提供を受けた場合は、企業等名を記入して下さい。
	 企業等名：


□①～⑥の相手方から５０万円未満の物品購入又は役務提供を受けている場合、当該相手方への物品・役務の発注については教員発注等を行わず契約担当部署から発注を行っている。

□①～⑥の相手方から５０万円未満の物品購入又は役務提供を受けている場合、当該相手方への物品・役務の発注については教員発注等を行っている。

⑩ その他利益相反に関係すると思われる事項
  その他ご自身で利益相反に関係すると思われる事項がある場合は、記入して下さい。
	


Ｂ．申告者の配偶者，一親等内の親族，又は収入・財産を共有する者の申告事項
※本項は，申告者の配偶者，一親等内の親族，または収入・財産を共有する方のいずれかにおいて，下記項目の利益相反状態のいずれかが「有」の場合のみ，該当者氏名とともに記載して下さい。
利益相反状態がすべて「無」の場合，記載は不要です。

該当者氏名（申告者との関係）：　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　）
	項　　目
	（該当する方に○）

	①企業や営利を目的とした団体の役員，顧問職の有無と報酬額
（１つの企業・団体からの報酬額が1年間１００万円以上のものを記載）
	有　・　無　
※　有の場合は下記内容を企業・団体ごとに記載

	
	企業・団体名：
役割(役員・顧問等)：

	
	報酬額：①100万円以上②500万円以上③1,000万円以上

	②株の保有と，その株式から得られた利益
（１つの企業からの1年間の利益が100万円以上のもの，あるいは当該株式の5％以上保有のものを記載）
	有　・　無　
※　有の場合は下記内容を企業ごとに記載

	
	企業名：

	
	1年間の利益:①100万円以上②500万円以上③1,000万円以上
持ち株数(5％以上保有の場合)：

	③企業や営利を目的とした団体から特許権使用料として支払われた報酬
（１つの特許使用料が1年間100万円以上のものを記載）
	有　・　無　
※　有の場合は下記内容を特許ごとに記載

	
	企業・団体名：

	
	特許使用料：①100万円以上②500万円以上③1,000万円以上
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